
北海道告示第10509号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和２年４月１日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その２）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 医療機関・住民交流推 医療機関を支え 次の事業の実施に必要な経費（報 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、

進事業 る取組を行う住民 償費、旅費、需用費（消耗品費、印 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 総合振興局

地域住民・団体等によ 団体及び医療機関 刷製本費、食糧費（会食代を除く））、（寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日 又は振興局

る地域の医療機関を支え のうち、知事が認 役務費（通信運搬費）、使用料及び の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

る取組を推進すること めるもの。 賃借料） ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推 部長又は地

で、医師をはじめとする １ 地域医療を守るための講演会等 等の額の算定に 別に指示する様式 進局地域医 域保健室長

医療従事者にとって魅力 開催事業 当たり、当該寄 療課 を経由する

ある病院・まちづくりを ２ 地域住民と医療従事者との交流 附金その他の収 こと（札幌

進め、医療従事者の離職 事業 入金の控除等を 市､小樽市､

防止や就業確保などによ ３ 住民団体等の活動を推進するた 行う。） 函館市及び

り、地域医療の確保・地 めの普及啓発事業 旭川市の場

域の活性化を図ることを 合を除く。）。

目的として、予算の範囲

内で補助する。

２ 病床機能分化・連携促 提出部数 正副２部 書類は、

進基盤整備事業 提出期限 別に指示す 総合振興局

病床の機能分化・連携 る日 又は振興局

を推進することを目的と 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

して行う施設整備や設備 地域医療推 部長又は地

整備等に要する経費に対 進局地域医 域保健室長

して予算の範囲内で交付 療課 を経由する

する。 こと（札幌



市､小樽市､

函館市及び

旭川市の場

合を除く。）。

(1) 施設整備事業 知事が適当と認 ア 病床機能の分化・連携に必要 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

める医療機関の開 な、施設の新築・増改築・改修に 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

設者とする。 要する工事費又は工事請負費 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

ただし、右欄の （病室、診察室、処置室、記録室、 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第32号様式

ウに掲げる施設整 談話室、機能訓練室、浴室、廊下、ときは、補助金 保福第32号様式 別に指示する様式

備については知事 便所等） 等の額の算定に 別に指示する様式

が適当と認める診 イ 医療施設等の整備に必要な、施 当たり、当該寄

療所（医科）の開 設の新築・増改築・改修に要する 附金その他の収

設者とする。 工事費又は工事請負費 入金の控除等を

（病室、診察室、処置室、記録室、 行う。）

談話室、機能訓練室、浴室、廊下、

便所等）

※ 上記ア、イにおいて、加算条件

に該当する事業を行うために必要

な施設の新築・増改築・改修に要

する工事費又は工事請負費

ウ 次の二次医療圏で診療所（医

科）を開設するために必要な、新

築・増改築・改修に要する工事費

又は工事請負費

（診察室、処置室、薬剤室、エッ

クス線室、暗室、待合室、看護師

詰め所、玄関、廊下、便所、暖冷

房、附属設備、救急患者搬入口、

スロープ、療養指導室等）

※対象二次医療圏

南檜山、北渡島檜山、中空知、

北空知、日高、上川北部、富良野、

留萌、宗谷、遠紋、根室

(2) 設備整備事業 知事が適当と認 ア 病床機能の分化・連携に必要 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式



める医療機関の開 な、医療機器等、患者輸送車及び 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

設者とする。 在宅医療を実施している、または 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

ただし、右欄の 実施しようとする病院において訪 保福第１の20号様式 保福第33号様式

ウに掲げる設備整 問診療等に使用する車両などの備 保福第１の32号様式

備については知事 品購入費（在宅医療提供体制強化 （申請者が地方公共 別に指示する様式

が適当と認める診 事業費補助金で対象となる医療機 団体である場合を除

療所（医科）の開 器を除く） く。）

設者とする。 イ 医療施設等の整備に必要な、医 保福第33号様式

療機器等、患者輸送車及び在宅医 別に指示する様式

療を実施している、または実施し

ようとする病院（診療所）におい

て訪問診療等に使用する車両など

の備品購入費（在宅医療提供体制

強化事業費補助金で対象となる医

療機器を除く）

ウ 次の二次医療圏で診療所（医科）

を開設するために必要な、医療機

器などの備品購入費

※対象二次医療圏

南檜山、北渡島檜山、中空知、

北空知、日高、上川北部、富良野、

留萌、宗谷、遠紋、根室

(3) 再編統合支援事業 知事が適当と認 ア 地域で不足する医療機能への病 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

める医療機関の開 床転換及び病床削減を含む再編統 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

設者または地域連 合等を検討する上で必要となるコ 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

携推進法人の設置 ンサルタント会社等への業務委託 保福第１の20号様式 別に指示する様式

者とする。 料（最長５か年） 保福第１の32号様式

イ 病床削減に伴い不要となる建物 （申請者が地方公共

（病棟・病室等）及び医療機器の 団体である場合を除

処分（廃棄、解体または売却）に く。）

係る損失で財務諸表上の特別損失 保福第33号様式

（固定資産除却損、固定資産廃棄 別に指示する様式

損、固定資産売却損）に計上され

るもの（医療機器の有姿除却を除

く）



ウ 地域で不足する医療機能への病

床転換及び病床削減を含む再編統

合等に伴い退職する職員で早期退

職制度（法人等の就業規則等で定

めたものに限る。）の活用によっ

て上積みされた退職金の割増相当

額

エ 地域医療連携推進法人を運営す

るために必要となる次の経費（地

域医療連携推進法人設立準備期間

（最長１か年）を含み最長３か年）

・地域医療連携推進法人の設立準

備、設立後の各種事務を行うた

めに雇用する職員の人件費（給

与費、法定福利費、各種手当等）

・地域医療連携推進法人に加入す

る機関が地域医療連携推進法人

に支払う負担金

・地域医療連携推進法人の設立

・運営のために必要な需用費（消

耗品費、図書購入費）、役務費

（通信運搬費）、使用料及び賃

借料、旅費、備品費

オ 地域医療連携推進法人の体制整

備に必要となる次の経費（地域医

療連携推進法人設立から最長３か

年）

・地域医療連携推進法人で雇用

し、加入する医療機関で診療等

に従事する医師の人件費（給与

費、法定福利費、各種手当等）

・地域医療連携推進法人の加入医

療機関で診療に従事する医師の

旅費

(4) 理学療法士等確保事 知事が適当と認 理学療法士等の確保に必要な経費 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式



業 める病院の開設者 （報酬、給料、職員手当等、共済費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

とする。 賃金） 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

保福第１の20号様式 保福第344号様式

保福第１の32号様式 別に指示する様式

（申請者が地方公共

団体である場合を除

く。）

保福第344号様式

別に指示する様式

(5) 理学療法士等研修事 知事が適当と認 理学療法士等の研修等に必要な経 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

業 める病院の開設者 費（報酬、共済費、賃金、報償費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

とする。 旅費、需用費（資料代）） 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

保福第１の20号様式 保福第344号様式

保福第１の32号様式 別に指示する様式

（申請者が地方公共

団体である場合を除

く。）

保福第344号様式

別に指示する様式

(6) 電子レセプト情報受 国立大学法人東 医療・介護情報等データベース整 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

療動向等分析事業 北大学とする。 備事業実施要領に基づく分析を行う 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

ために必要な委託料（システムの保 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

守・管理のための費用）、備品購入 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

費、使用料及び賃借料、旅費、需用 ときは、補助金 保福第１の32号様式

費（食糧費を除く。）、役務費（通 等の額の算定に （申請者が地方公共

信運搬費）、その他知事が必要と認 当たり、当該寄 団体である場合を除

めた経費 附金その他の収 く。）

入金の控除等を 保福第33号様式

行う。） 別に指示する様式

(7) 受療動向等分析シス 国立大学法人北 医療・介護情報等データベース整 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

テム更新事業 海道大学とする。 備事業実施要領に基づく分析を行う 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

ための設備整備に必要な委託料（シ 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

ステムの保守・管理のための費用）、 保福第１の20号様式 別に指示する様式



備品購入費、使用料及び賃借料、旅 保福第１の32号様式

費、需用費（食糧費を除く。）、役 （申請者が地方公共

務費（通信運搬費）、その他知事が 団体である場合を除

必要と認めた経費 く。）

保福第33号様式

別に指示する様式

３ 患者情報共有ネットワ 提出部数 正副２部 書類は、

ーク構築事業 提出期限 別に指示す 総合振興局

医療介護総合確保促進 る日 又は振興局

法に基づく北海道計画に 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

基づき、ICTを活用して 地域医療推 部長又は地

切れ目のない医療介護情 進局地域医 域保健室長

報連携を行い、継続した 療課 を経由する

質の高い連携を図ること こと（札幌

等を目的として、予算の 市､小樽市､

範囲内において補助す 函館市及び

る。 旭川市の場

合を除く。）。

(1) 患者情報共有ネット 市町村、病院又 ア 患者情報共有ネットワーク構築 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

ワーク構築事業 は診療所の開設 事業に必要な委託料、医療機器及 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

者、医師会その他 び備品の購入費（取付工事料を含 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

知事が認める者 む。ただし、補助対象者の施設内 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第33号様式

（ただし、右記の のみの情報システムの導入又は更 ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式

イに係る事業の場 新に係る経費を除く。） 等の額の算定に （申請者が地方公共

合は、市町村、病 イ 上記アの経費を対象として事業 当たり、当該寄 団体である場合を除

院の開設者、医師 を実施する事業者に対して、当該 附金その他の収 く。）

会その他の知事が 事業費を補助する場合における当 入金の控除等を 保福第33号様式

認める者に限る。） 該補助に要する経費 行う。） 別に指示する様式

(2) 患者情報共有ネット 市町村、病院又 患者情報共有ネットワーク導入ア 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

ワーク導入アドバイザ は診療所の開設 ドバイザー事業に必要な委託料、報 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

ー事業 者、医師会その他 酬、報償費（謝金）、旅費 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

知事が認める者 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第344号様式

ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式



等の額の算定に （申請者が地方公共

当たり、当該寄 団体である場合を除

附金その他の収 く。）

入金の控除等を 保福第344号様式

行う。） 別に指示する様式

(3) 防災用診療情報バッ 知事が認める病 防災用診療情報バックアップ事業 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

クアップ事業 院の開設者 に必要な委託料、医療機器及び備品 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

の購入費（取付工事料を含む。ただ （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

し、補助対象者の施設内のみの情報 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第33号様式

システムの導入又は更新に係る経費 ときは、補助金 保福第１の32号様式 別に指示する様式

を除く。） 等の額の算定に （申請者が地方公共

当たり、当該寄 団体である場合を除

附金その他の収 く。）

入金の控除等を 保福第33号様式

行う。） 別に指示する様式

４ 遠隔医療促進事業 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、

医療介護総合確保促進 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 総合振興局

法に基づく北海道計画に 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日 又は振興局

基づき、通信技術を活用 保福第１の20号様式 保福第344号様式 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

して、医療の地域格差解 保福第１の32号様式 別に指示する様式 地域医療推 部長又は地

消、医療の質及び信頼性 （申請者が地方公共 進局地域医 域保健室長

の確保を図ることを目的 団体である場合を除 療課 を経由する

として、予算の範囲内に く。） こと（札幌

おいて補助する。 保福第344号様式 市､小樽市､

別に指示する様式 函館市及び

旭川市の場

合を除く。）。

(1) 設備整備事業 知事が認める病 遠隔医療促進事業に必要な備品購 ２分の１以内

院又は診療所の開 入費（取付工事料を含む。）

設者 （寄附金その他

の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に



当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(2) 遠隔相談事業 知事が認める病 遠隔相談の実施に必要な経費（給 10分の10以内

院又は診療所の開 料、需用費（消耗品費、図書等購入

設者 費)､役務費(通信運搬費､使用料及び （寄附金その他

賃借料） の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(3) 在宅患者遠隔支援事 離島、過疎地等 在宅患者遠隔支援事業に必要な備 ２分の１以内

業 の市町村及び当該 品購入費（取付工事料を含む。）

市町村の中核的な （寄附金その他

医療機関 の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

在宅患者遠隔支援事業を実施する 10分の10以内

ための学識経験者やコンサルタント

など外部専門家のアドバイザー費用 （寄附金その他

（委託費、報酬、報償費（謝金）、 の収入金がある

旅費） ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を



行う。）

５ 在宅医療提供体制強化 提出部数 正副２部 書類は、

事業 提出期限 別に指示す 総合振興局

地域における在宅医療 る日 又は振興局

提供体制の強化を図るた 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

め、予算の範囲内で補助 地域医療推 部長又は地

する。 進局地域医 域保健室長

療課 を経由する

こと（札幌

市､小樽市､

函館市及び

旭川市の場

合を除く。）。

(1) 在宅医療グループ診 医療機関、郡市 事業に必要な報酬、給料、職員手 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

療運営事業 医師会、市町村 当等、共済費、賃金、報償費、旅費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

需用費（会食に要する経費を除 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

く。）、役務費、委託料、使用料及 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

び賃借料 ときは、補助金 保福第１の32号様式

なお、在宅療養支援診療所又は在 等の額の算定に （申請者が地方公共

宅療養支援病院以外の病院・診療所 当たり、当該寄 団体である場合を除

が補助対象者となる場合は、小児の 附金その他の収 く。）

在宅医療に係る経費のみを対象経費 入金の控除等を 別に指示する様式

とする。 行う。）

(2) 在宅医療体制支援事 医療機関、郡市 事業に必要な報酬、給料、職員手 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

業 医師会、市町村 当等、共済費、賃金、報償費、旅費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

需用費（会食に要する経費を除 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

く。）、役務費、委託料、使用料及 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

び賃借料 ときは、補助金 保福第１の32号様式

等の額の算定に （申請者が地方公共

当たり、当該寄 団体である場合を除

附金その他の収 く。）

入金の控除等を 別に指示する様式

行う。）



(3) 在宅医療推進事業 市町村 事業に必要な報酬、給料、職員手 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

当等、共済費、賃金、報償費、旅費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

需用費（会食に要する経費を除 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

く。）、役務費、委託料、使用料及 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

び賃借料、備品購入費、負担金、補 ときは、補助金 別に指示する様式

助及び交付金 等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(4) 訪問診療用ポータブ 医療機関、郡市 事業に必要な備品購入費 ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式

ル機器等整備事業 医師会 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

（寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式

ときは、補助金 保福第１の32号様式

等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

６ 小児等在宅医療連携拠 医療機関、指定 事業の実施に必要な報酬、給料、 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、

点事業 訪問看護事業者、 職員手当等、共済費、賃金、報償費、 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 総合振興局

在宅医療を必要とする 医師会、市町村、 旅費、需用費（会食に要する経費を （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日 又は振興局

小児等に必要なサービス 福祉サービス等を 除く。）、役務費、委託料、使用料 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部 の保健環境

が提供され、福祉や教育 実施している法人 及び賃借料、備品購入費 ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推 部長又は地

などとも連携し、地域で 等の額の算定に （申請者が地方公共 進局地域医 域保健室長

在宅療養を支える体制を 当たり、当該寄 団体である場合を除 療課 を経由する

構築することを目的とし 附金その他の収 く。） こと（札幌

て実施する事業に必要な 入金の控除等を 別に指示する様式 市､小樽市､

経費に対し、予算の範囲 行う。） 函館市及び

内で補助する。 旭川市の場

合を除く。）。



７ 臨床研修医研修・交流 一般社団法人北 事業を実施するために必要な次に 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

事業 海道医師会 掲げる経費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

道内の初期臨床研修医 (1) 報償費（謝金） （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

を対象とした研修・交流 (2) 旅費 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

会を開催し、初期臨床研 (3) 需用費（食糧費を除く。） ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推

修医の育成、質的向上を (4) 役務費 等の額の算定に 別に指示する様式 進局地域医

図るとともに、道内の臨 (5) 使用料及び賃借料 当たり、当該寄 療課

床研修医・指導医等のネ 附金その他の収

ットワークを構築するこ 入金の控除等を

とにより、道内における 行う。）

医師の就業と定着を推進

することを目的として、

予算の範囲内で補助す

る。

８ 総合診療医人材確保・ 日本プライマリ 医学生等及び専攻医を対象とした 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

養成事業 ・ケア連合学会北 講演会・研修会の開催や施設見学の 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

医学生等及び道内医療 海道ブロック支部 実施に必要な次に掲げる経費 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

機関の専門研修プログラ 報償費（謝金）、旅費、需用費（食 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

ムにより専門医を目指す 糧費を除く。）、役務費、使用料及 ときは、補助金 保福第１の32号様式 地域医療推

専攻医を対象に、総合診 び賃借料 等の額の算定に 別に指示する様式 進局地域医

療医に対する理解を深め 当たり、当該寄 療課

るため、地域で必要とさ 附金その他の収

れる総合診療医について 入金の控除等を

の講演会・研修会の開催 行う。）

や施設見学の実施によ

り、幅広い診療に対応で

きる総合診療医を目指す

人材を確保・養成するこ

とを目的として、予算の

範囲内で補助する。

９ 休日夜間診療確保対策 一般社団法人北 各郡市区歯科医師会の医療機関が 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

事業 海道歯科医師会 行う休日夜間歯科診療事業の運営経 保福第１の14号様式 保福第１の29号様式 提出期限 別に指示す

休日又は夜間における 費を一部負担する事業に要する経費 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

地域住民に対する救急歯 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部



科医療提供体制を確保す 保福第１の32号様式 健康安全局

るため、一般社団法人北 別に指示する様式 地域保健課

海道歯科医師会が行う郡

市区歯科医師会の休日夜

間歯科診療事業の運営経

費を一部負担する事業に

対し、予算の範囲内にお

いて交付する。

10 救急医療体制確保事業 一般社団法人北 (1) 救急医療に関する研修会等の開 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

休日又は夜間における 海道歯科医師会 催及び調査検討事業の実施に要す 保福第１の14号様式 保福第１の29号様式 提出期限 別に指示す

救急患者への医療体制の る経費 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

確保とその円滑な運営に (2) 夜間診療未実施地域の体制確立 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

向けた基盤整備を図るこ 及び複数実施体制の促進に要する 保福第１の32号様式 健康安全局

とを目的として、予算の 経費 別に指示する様式 地域保健課

範囲内において交付す ただし、報償費、旅費、需用費

る。 （食糧費を除く）、役務費、使用

料及び賃借料に限る。

11 公衆浴場設備整備費 北海道公衆浴場 北海道公衆浴場業生活衛生同業組 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

公衆浴場の確保のため 業生活衛生同業組 合が公衆浴場経営者に対し公衆浴場 保福第１の14号様式 保福第１の29号様式 提出期限 別に指示す

の特別措置に関する法律 合 の営業設備の改善に係る経費を補助 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

（昭和56年法律第68号） する事業における当該補助に要する 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

の趣旨に基づき、公衆衛 経費 保福第１の32号様式 健康安全局

生上必要な公衆浴場を確 別に指示する様式 食品衛生課

保し、さらに公衆浴場の

衛生水準の向上と省エネ

ルギーの推進を図るた

め、予算の範囲内におい

て交付する。

12 生活福祉資金貸付事業 社会福祉法人北 (1) 生活福祉資金貸付関係事務費 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

（事業推進費） 海道社会福祉協議 北海道社会福祉協議会の職員の 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

低所得者、障がい者又 会 給与に関する規程により貸付事務 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

は高齢者等に対し、資金 担当職員に対し支給した職員俸 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

の貸付けと必要な相談支 給、諸手当及び社会保険事業主負 ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局地域



援を行うことにより、そ 担金並びに北海道社会福祉協議会 等の額の算定に 別に指示する様式 福祉課

の経済的自立及び生活意 の旅費に関する規程により貸付事 当たり、当該寄

欲の助長促進並びに在宅 務担当職員に支給した旅費、及び 附金その他の収

福祉及び社会参加の促進 貸付事務の運営に要する諸謝金及 入金の控除等を

を図り、安定した生活を び庁費（備品購入費、消耗品費、 行う。）

送れることを目的とし 印刷製本費、雑役務費、通信運搬

て、社会福祉法人北海道 費、光熱水費、借料及び損料、会

社会福祉協議会が行う生 議費（会食に係る経費を除く。）

活福祉資金貸付事業に要 及び賃金）、委託料、負担金

する経費について予算の (2) システム改修費

範囲内で交付する。 生活福祉資金貸付制度における

新しいメニューの創設に係るシス

テムの改修に必要な経費

13 介護従事者確保総合推 提出部数 １部

進事業 提出期限 別に指示す

福祉・介護人材の安定 る日

的な確保を図るため、予

算の範囲内で補助する。

(1) 介護のしごと魅力ア 介護福祉士養成 当該事業に必要な経費（報酬、給 10分の10以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提 出 先 保健福祉部

ップ推進事業 施設、社会福祉士 料、職員手当、共済費、賃金、報償 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 福祉局地域

養成施設、精神保 費、旅費、需用費（消耗品費、燃料 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第262号様式 福祉課

健福祉士養成施設 費、食糧費（会食に係る経費を除 の収入金がある 保福第１の32号様式 別に指示する様式

を設置する者、そ く。）、印刷製本費、修繕費）、役務 ときは、補助金 保福第262号様式

の他知事が適当と 費（通信運搬費、広告料、手数料、 等の額の算定に 別に指示する様式

認める団体 保険料）、委託料、使用料及び賃借 当たり、当該寄

料、負担金） 附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(2) キャリアパス支援等 10分の10以内 提 出 先 総合振興局 総合振興局長

研修事業 又は振興局 又は振興局長

（寄附金その他 の保健環境 （札幌市内に

の収入金がある 部社会福祉 所在す施設等

ときは、補助金 課（札幌市 に交付する補



等の額の算定に 内に所在す 助金等の場合

当たり、当該寄 る施設等は を除く。）

附金その他の収 保福祉部福

入金の控除等を 祉局地域福

行う。） 祉課）

ア キャリアパス支援 介護福祉士養成 当該事業に必要な経費（報酬、給 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

研修事業 施設、社会福祉士 料、職員手当、共済費、賃金、報償 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

養成施設、精神保 費、旅費、需用費（消耗品費、燃料 保福第１の20号様式 保福第263号様式

健福祉士養成施設 費、食糧費（会食に係る経費を除 保福第１の32号様式 別に指示する様式

を設置する者、ユ く。）、印刷製本費、修繕費）、役務 保福第263号様式

ニット（福祉・介 費（通信運搬費、広告料、手数料、 別に指示する様式

護サービスに係る 保険料）、委託料、使用料及び賃借

５以上の施設、事 料、負担金）

業所から構成さ

れ、一定の要件（a

利用者の定員規

模が、施設サービ

スで50人以下の施

設、在宅サービス

で20人以下の事業

所。b 運営してい

る施設、事業所の

種類、数が単一で

ある法人の施設、

事業所。ただし、

訪問介護事業所や

デイサービスセン

ターなどの事業所

（定員20人以下）

が併設されている

施設は対象。c 少

額の繰越金のみ所

有しており、経営

基盤が脆弱な施

設、事業所。）を



満たす施設、事業

所が過半数に達す

ると知事が認める

もの並びに５以上

の介護福祉士養成

施設、社会福祉士

養成施設及び精神

保健福祉士養成施

設から構成される

もの）、その他知

事が適当と認める

団体

イ 実務者研修等支援 福祉・介護サー 当該事業に必要な経費（報酬、給 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式

事業 ビス事業者、その 料、職員手当、共済費、賃金、役務 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式

他知事が適当と認 費（手数料）、委託料） 保福第１の20号様式 保福第263-2号様式

める団体 保福第１の32号様式 別に指示する様式

保福第263-2号様式

別に指示する様式

(3) 介護未経験者に対す 介護職員初任者 受講料の減免に要した経費（受講 10分の10以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提 出 先 保健福祉部

る研修支援事業 研修及び生活援助 料の減免額） 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 福祉局地域

（介護技能習得支援事 従事者研修指定事 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第415号様式 福祉課

業） 業者（一般受講者 の収入金がある 保福第１の32号様式 別に指示する様式

の受入している事 ときは、補助金 保福第415号様式

業者に限る。） 等の額の算定に 別に指示する様式

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(4) 介護事業所内保育所 設置主体が民 保育士等職員の配置に必要な経費 ３分の２以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提 出 先 保健福祉部

運営支援事業 間、公的施設及び （人件費、委託料（人件費）） 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 福祉局地域

市町村（一部事務 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第416号様式 福祉課

組合を含む）であ の収入金がある 保福第１の32号様式 保福第417号様式

る、道内の介護サ ときは、補助金 保福第416号様式 保福第418号様式



ービス施設・事業 等の額の算定に 保福第417号様式 保福第456号様式

所内保育所で、保 当たり、当該寄 保福第418号様式 保福第457号様式

育料として１人当 附金その他の収 保福第456号様式 別に指示する様式

たり月額10,000円 入金の控除等を 別に指示する様式

以上徴収している 行う。）

施設

(5) 介護助手普及促進事 同一市町村の複 当該事業に必要な経費 10分の10以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提 出 先 保健福祉部

業 数の介護サービス （報酬、給料、職員手当、共済費、 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 福祉局地域

施設・事業所で構 賃金、報償費、旅費、需用費（消耗 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第473号様式 福祉課

成される団体、そ 品費、燃料費、食糧費（会食に係る の収入金がある 保福第１の32号様式 別に指示する様式

の他知事が認める 経費を除く。）、印刷製本費、修繕 ときは、補助金 保福第473号様式

団体 費）、役務費（通信運搬費、広告料、 等の額の算定に 別に指示する様式

手数料、保険料）、委託料、使用料 当たり、当該寄

及び賃借料、負担金） 附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(6) 外国人留学生生活支 道内で介護サー 道内の介護福祉士養成施設に在籍 ３分の１以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提 出 先 保健福祉部

援事業 ビス事業所等を運 している留学生の奨学金等に要した 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 福祉局地域

営する法人等（法 経費 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第477号様式 福祉課

人本部が道外の場 の収入金がある 保福第１の32号様式 別に指示する様式

合であっても、施 ときは、補助金 保福第477号様式

設等が道内にある 等の額の算定に 別に指示する様式

場合は対象とす 当たり、当該寄

る）、その他知事 附金その他の収

が適当と認める団 入金の控除等を

体 行う。）

14 保育士等資格取得支援 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

事業 又は振興局長

子ども・子育て支援新 （寄附金その他 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

制度の施行に伴い必要と の収入金がある 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

なる保育教諭の確保及び ときは、補助金 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

幼稚園教諭免許状を有す 等の額の算定に 保福第１の32号様式 又は振興局

る者や保育所等に勤務し 当たり、当該寄 （申請者が市町村の の保健環境



ている保育士資格を有し 附金その他の収 場合は、除く。） 部社会福祉

ていない者の保育士資格 入金の控除等を 別に指示する様式 課

等を支援することによ 行う。）

り、保育教諭及び保育士

の増加を図り、子どもを

安心して育てることがで

きる体制を整備するた

め、予算の範囲内で交付

する。

(1) 保育教諭確保のため 札幌市、旭川市、 保育教諭確保のための保育士資格

の保育士資格取得支援 函館市以外の市町 取得支援事業を実施するために必要

事業 村に所在する対象 な入学料、受講料、報酬、給料、職

施設（幼保連携型 員手当等、賃金、共済費、需用費、

認定こども園及び 役務費、委託料、使用料及び賃借料、

幼保連携型認定こ 備品購入費

ども園への移行を

予定している施

設）及び札幌市、

旭川市、函館市以

外の市町村に居住

する対象者（上記

対象施設に勤務す

る保育士資格取得

特例制度の対象

者）

(2) 幼稚園教諭免許状を 札幌市、旭川市、 幼稚園教諭免許状を有する者の保

有する者の保育士資格 函館市以外の市町 育士資格取得支援事業を実施するた

取得支援事業 村に所在する対象 めに必要な入学料、受講料、報酬、

施設及び札幌市、 給料、職員手当等、賃金、共済費、

旭川市、函館市以 需用費、役務費、委託料、使用料及

外の市町村に居住 び賃借料、備品購入費

する対象者（保育

士資格取得特例制

度の対象者を雇用



する施設及び当該

制度の対象者）

(3) 保育所等保育士資格 札幌市、旭川市、 保育所等保育士資格取得支援事業

取得支援事業 函館市以外の市町 を実施するために必要な入学料、受

村に所在する対象 講料、報酬、給料、職員手当等、賃

施設（保育所、幼 金、共済費、需用費、役務費、委託

保連携型認定こど 料、使用料及び賃借料、備品購入費

も園、幼稚園型・

幼保連携型認定こ

ども園への移行を

予定している幼稚

園、乳児院又は児

童養護施設（公立

を除く。））及び

札幌市、旭川市、

函館市以外の市町

村に居住する対象

者（上記対象施設

に勤務する者）

(4) 保育教諭確保のため 札幌市、旭川市、 保育教諭確保のための幼稚園教諭

の幼稚園教諭免許状取 函館市以外の市町 免許状取得支援事業を実施するため

得支援事業 村に所在する対象 に必要な入学料、受講料（面接授業

施設（幼保連携型 料、教科書代及び教材費を含む。）

認定こども園及び 及び上記経費の消費税

幼保連携型認定こ

ども園への移行を

予定している施

設）及び札幌市、

旭川市、函館市以

外の市町村に居住

する対象者（上記

対象施設に勤務す

る幼稚園教諭免許

取得特例制度の対



象者）

15 介護サービス提供基盤 市町村 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 書類は、

等整備事業 総合振興局

地域の実情に応じた介 保福第１の20号様式 保福第278号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局

護サービス提供体制の整 保福第277号様式 保福第279号様式 る日 の保健環境

備を促進することを目的 保福第279号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部 部保健行政

として、予算の範囲内で 別に指示する様式 高齢者支援 室、社会福

交付する。 局高齢者保 祉課、又は

健福祉課 地域保健室

を経由する

こと（札幌

市、函館市

及び旭川市

の場合を除

く。）。

(1) 地域密着型サービス １ 地域密着型特別養護老人ホーム 定額

等整備助成事業 等の整備（施設の整備と一体的に

整備されるものであって、知事が （寄附金その他

必要と認めた整備を含む。）に必 の収入金がある

要な工事費又は工事請負費及び工 ときは、補助金

事事務費（工事施工のため直接必 等の額の算定に

要な事務に要する費用であって、 当たり、当該寄

旅費、消耗品費、通信運搬費、印 附金その他の収

刷製本費及び設計監督料等をい 入金の控除等を

い、その額は、工事費又は工事請 行う。）

負費の2.6％に相当する額を限度

額とする。）。

ただし、別の負担（補助）金等

において別途補助対象とする費用

を除き、工事費又は工事請負費に

は、これと同等と認められる委託

費及び分担金及び適当と認められ

る購入費等を含む。

※ なお、次に掲げる経費につい



ては、補助対象としないものと

する。

(1) 土地の買収又は整地に要する

費用

(2) 職員の宿舎、車庫又は倉庫の

建設に要する費用

(3) その他施設等整備事業として

適当とは認められない費用

２ 上記１の経費を対象として、事

業者に対して交付する補助金

(2) 介護施設等の施設開 １ 特別養護老人ホーム等の円滑な 定額

設準備経費等支援事業 開所や既存施設の増床、改築、増

改築、また、介護療養型医療施設 （寄附金その他

から介護老人保健施設等への転換 の収入金がある

（介護療養型老人保健施設から介 ときは、補助金

護医療院への転換も含む。）の際 等の額の算定に

に必要な需用費、使用料及び賃借 当たり、当該寄

料、備品購入費（備品設置に伴う 附金その他の収

工事請負費を含む｡）､報酬、給料、 入金の控除等を

職員手当等、共済費、賃金、旅費、 行う。）

役務費、委託料又は工事請負費。

※ なお、次に掲げる経費につい

ては、補助対象としないものと

する。

(1) 平成26年度以前から開始して

いる施設整備事業に伴う事業に

要する費用

(2) 地方公務員法（昭和25年法律

第261号）に定める地方公務員

の給与に要する費用

２ 上記１の経費を対象として、事

業者に対して交付する補助金

(3) 定期借地権設定のた １ 定期借地権設定に際して授受さ ２分の１

めの一時金の支援事業 れる一時金であって、借地代の前



払いの性格を有するもの（当該一 （寄附金その他

時金の授受により、定期借地権設 の収入金がある

定期間中の全期間又は一部の期間 ときは、補助金

の地代の引き下げが行われている 等の額の算定に

と認められるもの）。 当たり、当該寄

※ なお、次に掲げる経費につい 附金その他の収

ては、補助対象としないものと 入金の控除等を

する。 行う。）

(1) 保証金として授受される一時

金に要する費用

(2) 定期借地権の設定期間が50年

未満の契約に基づき授受される

一時金に要する費用

(3) 定期借地権契約の当事者が利

益相反関係と見なされる場合の

一時金に要する費用

２ 上記１の経費を対象として、事

業者に対して交付する補助金

(4) 既存の特別養護老人 １ 特別養護老人ホーム等のユニッ 定額

ホーム等のユニット化 ト化等の改修（施設の整備と一体

改修等支援事業 的に整備されるものであって、知 （寄附金その他

事が必要と認めた整備を含む。） の収入金がある

に必要な工事費又は工事請負費及 ときは、補助金

び工事事務費（工事施工のため直 等の額の算定に

接必要な事務に要する費用であっ 当たり、当該寄

て、旅費、消耗品費、通信運搬費、 附金その他の収

印刷製本費及び設計監督料等をい 入金の控除等を

い、その額は、工事費又は工事請 行う。）

負費の2.6％に相当する額を限度

額とする。）。

ただし、別の負担（補助）金等

において別途補助対象とする費用

を除き、工事費又は工事請負費に

は、これと同等と認められる委託

費及び分担金及び適当と認められ



る購入費等を含む。

※ なお、次に掲げる経費につい

ては、補助対象としないものと

する。

(1) 土地の買収又は整地に要する

費用

(2) 職員の宿舎、車庫又は倉庫の

建設に要する費用

(3) その他施設等整備事業として

適当とは認められない費用

２ 上記１の経費を対象として、事

業者に対して交付する補助金

16 介護サービス提供基盤 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 総合振興局長

等整備事業 保福第１の20号様式 保福第278号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

地域の実情に応じた介 保福第277号様式 保福第279号様式 る日

護サービス提供体制の整 保福第279号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

備を促進することを目的 別に指示する様式 又は振興局

として、予算の範囲内で の保健環境

補助する。 部保健行政

室、社会福

祉課又は地

域保健室

(1) 介護施設等の施設開 次の施設等の設 特別養護老人ホーム等の円滑な開 定額

設準備経費等支援事業 置又は設置予定者 所や既存施設の増床、改築、増改築、

及び介護療養型医 また、介護療養型医療施設から介護 （寄附金その他

療施設を介護老人 老人保健施設等への転換（介護療養 の収入金がある

保健施設等へ転換 型老人保健施設から介護医療院への ときは、補助金

する者、又は転換 転換を含む。）の際に必要な需用費、 等の額の算定に

する予定の者 使用料及び賃借料、備品購入費（備 当たり、当該寄

１ 特別養護老人 品設置に伴う工事請負費を含む。）、 附金その他の収

ホーム（定員30 報酬、給料、職員手当等、共済費、 入金の控除等を

人以上） 賃金、旅費、役務費、委託料又は工 行う。）

２ 介護老人保健 事請負費。

施設（定員30人 ※ なお、次に掲げる経費について



以上） は、補助対象としないものとする。

３ 介護医療院 (1) 平成26年度以前から開始してい

（定員30人以上） る施設整備事業に伴う事業に要す

４ ケアハウス る費用

（特定施設入居 (2) 地方公務員法（昭和25年法律第

者生活介護の指 261号）に定める地方公務員の給

定を受けるも 与に要する費用

の。定員30人以

上）

５ 養護老人ホー

ム（定員30人以

上）

６ 訪問看護ステ

ーション（大規

模化やサテライ

ト事業所）

(2) 定期借地権設定のた 次の施設等の設 定期借地権設定に際して授受され ２分の１

めの一時金の支援事業 置予定者 る一時金であって、借地代の前払い

１ 特別養護老人 の性格を有するもの（当該一時金の （寄附金その他

ホーム（定員30 授受により、定期借地権設定期間中 の収入金がある

人以上） の全期間又は一部の期間の地代の引 ときは、補助金

２ 介護老人保健 き下げが行われていると認められる 等の額の算定に

施設（定員30人 もの）。 当たり、当該寄

以上） ※ なお、次に掲げる経費について 附金その他の収

３ 介護医療院 は、補助対象としないものとする。入金の控除等を

（定員30人以上）(1) 保証金として授受される一時金 行う。）

４ ケアハウス に要する費用

（特定施設入居 (2) 定期借地権の設定期間が50年未

者生活介護の指 満の契約に基づき授受される一時

定を受けるも 金に要する費用

の。定員30人以 (3) 定期借地権契約の当事者が利益

上） 相反関係と見なされる場合の一時

５ 養護老人ホー 金に要する費用

ム（定員30人以

上）



(3) 既存の特別養護老人 １ 既存の特別養 特別養護老人ホーム等のユニット 定額

ホーム等のユニット化 護老人ホーム等 化等の改修（施設の整備と一体的に

改修等支援事業 のユニット化改 整備されるものであって、知事が必 （寄附金その他

修を行う者又は 要と認めた整備を含む。）に必要な の収入金がある

行う予定の者 工事費又は工事請負費及び工事事務 ときは、補助金

２ 特別養護老人 費（工事施工のため直接必要な事務 等の額の算定に

ホームのプライ に要する費用であって、旅費、消耗 当たり、当該寄

バシー保護のた 品費、通信運搬費、印刷製本費及び 附金その他の収

めの改修を行う 設計監督料等をいい、その額は、工 入金の控除等を

者又は行う予定 事費又は工事請負費の2.6％に相当 行う。）

の者 する額を限度額とする。）。

３ 介護療養型医 ただし、別の負担（補助）金等に

療施設を老人保 おいて別途補助対象とする費用を除

健施設等に転換 き、工事費又は工事請負費には、こ

（介護療養型老 れと同等と認められる委託費及び分

人保健施設から 担金及び適当と認められる購入費等

介護医療院への を含む。

転換を含む。） ※ なお、次に掲げる経費について

する整備事業を は、補助対象としないものとする。

行う者又は行う (1) 土地の買収又は整地に要する費

予定の者 用

(2) 職員の宿舎、車庫又は倉庫の建

設に要する費用

(3) その他施設等整備事業として適

当とは認められない費用

17 明るい長寿社会づくり 社会福祉法人北 社会福祉法人北海道社会福祉協議 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

推進事業 海道社会福祉協議 会が行う明るい長寿社会づくり推進

高齢者が家庭、地域、 会 事業に要する経費（職員俸給、職員 （寄附金その他 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

企業等社会の各分野にお 諸手当、法定福利費、福利厚生費、 の収入金がある 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

いてそれまで培ってきた 賃金、諸謝金、旅費交通費、事務消 ときは、補助金 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

豊かな経験と知識・技能 耗品費、消耗品費、印刷製本費、光 等の額の算定に 保福第１の32号様式 高齢者支援

を生かし、生涯を健康で 熱水費、通信運搬費、手数料、保険 当たり、当該寄 別に指示する様式 局高齢者保

生きがいを持って社会活 料、会議費、賃借料、業務委託費、 附金その他の収 健福祉課

動ができるよう、高齢者、 助成金、負担金） 入金の控除等を



青壮年、女性等社会の各 行う。）

層における高齢者観につ

いての意識改革を図ると

ともに、高齢者の生きが

いと健康づくりを総合的

に実践する事業を展開

し、明るく活力ある長寿

社会づくりの振興を図る

ため、予算の範囲内で補

助する。

18 北海道医療給付事業 市町村又は広域 北海道医療給付事業に必要な経費 ２分の１以内 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出部数 １部 総合振興局長

重度心身障がい者、ひ 連合 のうち、次に掲げるもの 又は振興局長

とり親家庭等の母又は父 (1) 医療費 （夕張市につい 保福第１の20号様式 保福第58号様式 提出期限 別に指示す

及び児童、乳幼児等の健 ア 重度心身障がい者（精神障が ては、10分の10）保福第57号様式 別に指示する様式 る日

康の保持と福祉の増進を い者については入院に係るもの 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

図るため、予算の範囲内 を除く。）に係る医療費から別 （寄附金その他 又は振興局

において補助する。 に定める受給者負担額、食事療 の収入金がある の保健環境

養標準負担額、生活療養標準負 ときは、補助金 部保健行政

担額及び附加給付の額を控除し 等の額の算定に 室又は地域

た額に、別に定める年間の高額 当たり、当該寄 保健室

療養費に相当する額を加えた額 附金その他の収

イ ひとり親家庭等の母又は父及 入金の控除等を

び児童に係る医療費（母及び父 行う。）

については、入院及び指定訪問

看護に係るものに限る。）から

別に定める受給者負担額、食事

療養標準負担額、生活療養標準

負担額及び附加給付の額を控除

した額に、別に定める年間の高

額療養費に相当する額を加えた

額

ウ 乳幼児等に係る医療費（満６

歳に達する日（誕生日の前日）

後の最初の４月１日から満12歳

に達する日（誕生日の前日）以



後の最初の３月31日までの者に

ついては、入院及び指定訪問看

護に係るものに限る。）から別

に定める受給者負担額、食事療

養標準負担額及び附加給付の額

を控除した額に、別に定める年

間の高額療養費に相当する額を

加えた額

(2) 事務費（報酬、職員手当等、共

済費、旅費、需用費（消耗品費

及び印刷製本費に限る。）、役

務費、委託料、使用料及び賃借

料、備品購入費に限る。）

(3) 調査（審査）支払手数料（役務

費（手数料に限る）及び委託料

に限る）

(4) 請求事務取扱手数料（役務費（手

数料に限る）及び委託料に限る）

19 妊産婦安心出産支援事 市町村 左記の自治体が助成する次の経費 ２分の１以内 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出部数 １部 総合振興局長

業 １ 交通費 又は振興局長

分娩可能な医療機関か (1) 妊産婦が、医療機関において （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す

ら離れた地域に在住する 健康診査を受けた時に要した交 の収入金がある 保福第１の20号様式 保福第259号様式 る日

妊産婦が、健康診査や出 通費 ときは、補助金 保福第259号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

産をする際の負担を軽減 (2) 妊産婦が、分娩可能な医療機 等の額の算定に 別に指示する様式 又は振興局

し、安心して出産できる 関において出産した時に要した 当たり、当該寄

環境づくりを推進するた 交通費 附金その他の収

め、予算の範囲内で補助 ２ 宿泊費 入金の控除等を

する。 (1) 離島に在住する妊産婦が、島 行う。）

外の医療機関において健康診査

を受けた時に要した宿泊費

(2) 離島又は最寄りの分娩可能な

医療機関までの距離が50㎞を超

える住民登録のある自宅に在住

する妊産婦が、分娩可能な医療

機関において出産するために、



直前の準備に要した宿泊費


